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証券コード　8105

平成27年６月５日

株 主 各 位
東京都中央区日本橋室町四丁目１番11号

堀田丸正株式会社
取締役社長 井 上 　 徹

第111回定時株主総会の招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第111回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席下さいます
ようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席いただけない場合は、書面によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記「株主総会参考書類」をご検討いただき、同封の議決権行使書用
紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成27年６月24日（水曜日）午後５時30分まで
に到着するようご返送下さいますようお願い申し上げます。

敬　具

記

１．日 時 平成27年６月25日（木曜日）午前10時
２．場 所 東京都中央区日本橋茅場町一丁目５番８号

　東京証券会館９階 会議室
３．会議の目的事項

報 告 事 項

１．第111期 (自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人およ

び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第111期 (自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役8名選任の件

以　上

◎　当日ご出席の際は、同封の議決権行使書用紙をご持参のうえ、会場受付にご提出
下さいますようお願い申し上げます。

◎　株主総会参考書類、事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合
は、修正後の事項を当社ホームページ（http://www.pearly-marusho.co.jp/）に
掲載させていただきます。

－ 1 －

株主各位
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（添付書類）

事　 業　 報　 告

(自　平成26年４月１日)至　平成27年３月31日

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

①　事業の全般的状況

　当連結会計年度におけるわが国経済は、政府・日銀による経済政策、金融政策を背

景に企業収益や雇用情勢など改善傾向が見受けられるものの、消費税増税に伴う駆け

込み需要の反動の長期化や円安に起因する物価上昇等により消費マインドの低迷から

脱しきれない状況で推移いたしました。

　衣料品業界におきましては、急激な円安による原材料価格の上昇や実質賃金の低下

に伴う節約志向の高まりなど依然として厳しい経営環境が続いております。

　このような事業環境のもと、平成26年４月１日付で和装品及び洋装品の小売事業を

行っている当社連結子会社であるＨＭリテーリングス株式会社の全株式を、当社の親

会社である株式会社ヤマノホールディングスへ売却し、また平成26年10月１日付で当

社連結子会社の丸福商事株式会社を吸収合併いたしました。これにより当社グループ

は卸売事業に特化し、そのサービスノウハウや取引先様に対する提案力の強化を図る

とともに、商品構成、販売チャネルの多様化など積極的な営業活動を実施してまいり

ました。

　これらの結果、売上高69億15百万円（前期比35.8％減）、営業損失は1億92百万円

（前期は営業利益１億17百万円）、経常損失は1億66百万円（前期は経常利益１億36百

万円）、当期純利益は関係会社株式売却益の発生により7百万円（前期比84.6％減）と

なりました。

　当連結会計年度の期末配当金につきましては、上記の業績並びに今後の経営環境、

財務体質、将来の事業拡大に対する資金需要等を総合的に勘案した上で、平成27年５

月15日開催の取締役会決議により、1株につき2円とさせていただきました。これによ

り、配当金総額は91,777千円となりました。

　セグメントの状況は次のとおりであります。

　なお、重要性が乏しくなった報告セグメントの管理区分を見直したことにより、第

1四半期連結会計期間より記載する事業セグメントを変更しております。前期比較に

－ 2 －

事業の経過およびその成果
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ついては、前期の数値を変更後のセグメント区分に組替えた数値で比較しております。

②　部門別の営業概況

　当連結会計年度における企業集団の各部門の概況につき、ご説明いたします。

　和装事業は、百貨店における消費税増税の駆け込み需要の反動を大きく受けたこと、

また、企画催事の不振及び百貨店店舗の売上が伸びず、営業赤字となりました。この

結果、売上高16億34百万円（前期比11.5％減）、営業損失は5百万円（前期は営業利益

83百万円）となりました。

　寝装事業は、ギフト販売が堅調に推移しましたが、量販店、専門店ともに売上が落

込みました。この結果、売上高６億57百万円（前期比17.4％減）、営業利益は25百万

円（前期比28.5％減）となりました。

　洋装事業は、新たな販売チャネルであるテレビショッピングの売上高は伸びました

が、和装事業同様に百貨店における消費税増税の駆け込み需要の反動を大きく受けた

こと及び地方百貨店店舗の売上不振が続きました。また、円安による海外からの仕入

原価が高止まりしました。この結果、売上高29億45百万円（前期比7.3％減）、営業損

失は11百万円（前期は営業利益82百万円）となりました。

　意匠撚糸事業は、大手糸商への販売は低調に推移しましたが、大手アパレル向けの

新素材の販売が順調に伸びました。この結果、売上高16億71百万円（前期比8.4％増）、

営業利益は78百万円（前期比5.3％増）となりました。

－ 3 －

事業の経過およびその成果
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事業の種類別セグメントの売上高内訳

部 門
当期（平成26年４月～平成27年３月） 前期（平成25年４月～平成26年３月）

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

百万円 ％ 百万円 ％

和 装 事 業 1,634 23.6 1,848 17.2

寝 装 事 業 657 9.5 796 7.4

洋 装 事 業 2,945 42.6 3,176 29.5

意 匠 撚 糸 事 業 1,671 24.2 1,542 14.3

和 装 小 売 事 業 － － 3,404 31.6

そ の 他 5 0.1 2 0.0

合 計 6,915 100.0 10,771 100.0

(注）「その他」区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、人材派遣事業　　

　　及びブランドデザイン企画業を含んでおります。

(2) 設備投資等の状況

　当連結会計年度中において実施いたしました設備投資等の主なものは、次のとおり

であります。

①　当連結会計年度中に完成した主要設備

　該当事項はありません。

②　当連結会計年度継続中の主要設備の新設、拡充

　該当事項はありません。

③　重要な固定資産の売却、撤去、滅失

　該当事項はありません。

(3) 資金調達の状況

　該当事項はありません。

(4) 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　　①　事業の譲渡

　　当社は、平成26年4月1日付で、当社親会社である株式会社ヤマノホールディング

　　スに当社の子会社ＨＭリテーリングス株式会社の全株式を譲渡いたしました。

－ 4 －

事業の経過およびその成果、設備投資等の状況、資金調達の状況、事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
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(5) 他の会社の事業の譲受の状況

　該当事項はありません。

(6) 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業の承継の状況

　当社は、平成26年10月１日付で、当社完全子会社である丸福商事株式会社を吸収合

併いたしました。

(7) 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

該当事項はありません。

(8) 対処すべき課題

　当社グループの属する市場の景気低迷もあり、当連結会計年度は営業損失、経常損

失を計上する状況でありました。

　当社グループの対処すべき課題といたしましては、安定的・継続的に利益を確保で

きる体制の構築とＭ＆Ａの推進であると考えております。

　安定的・継続的に利益を確保する体制の構築としては、営業本部制から事業部制に

移行し生産性の向上を目指し、在庫管理並びに費用対効果の管理の徹底を柱とした収

益力強化に取り組んでまいります。

　また、財務体質の強化として、在庫及び売掛金の圧縮を図り、資金効率を高めるこ

とによりＭ＆Ａや新規事業投資など進め、経営基盤の安定に向けて鋭意努力してまい

る所存でおります。

　中長期的な会社の戦略といたしまして、

　当社グループは、より良い商品やサービスをお客様にお届けするために、他社との

差別化を進め、ブランド化などオリジナリティーを持ち「卸から顧客創造」を実践し

ております。また、「社会や株主への貢献」「社員への経済的貢献」を果たすため、

「拡大成長」方針を掲げ実行してまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご支援、ご鞭撻を賜りますよ

う、お願い申し上げます。

－ 5 －

他の会社の事業の譲受の状況、吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業の承継の状況、他の会社の株式その他の持
分または新株予約権等の取得または処分の状況、対処すべき課題
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(9) 企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第　108　期

平成24年３月期
第　109　期

平成25年３月期
第　110　期

平成26年３月期

第　111　期
(当連結会計年度)
平成27年３月期

売 上 高(百万円) 8,635 11,092 10,771 6,915

経常利益（△損失）(百万円) 76 120 136 △166

当期純利益（△損失）(百万円) 51 106 51 7

１株当たり当期純利益（△損失）(円) 1.12 2.31 1.12 0.17

総 資 産(百万円) 5,624 6,540 6,361 5,122

純 資 産(百万円) 3,111 3,191 3,165 3,097

(10) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社との関係

　当社の親会社は、株式会社ヤマノホールディングスで、同社は当社の株式25,619

千株（議決権比率56.59％）を保有しております。

　親会社より、当社の役員として取締役会長、取締役社長、取締役1名、監査役1名

の4名が就任しております。

　当社は親会社へ資金の貸付を行っております。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 な 事 業 内 容

百万円 ％

 堀田（上海）貿易有限公司 21 100.0 意匠撚糸事業（意匠撚糸の製造・卸売販売）

（注）①当連結子会社であるＨＭリテーリングス株式会社は平成26年4月1日付で当社親会社である株式会社

　ヤマノホールディングスに全株式を譲渡したため重要な子会社から除外いたしました。

　　　②丸福商事株式会社につきましては、平成26年10月１日付で当社が吸収合併したため重要な子会社か

ら除外いたしました。

－ 6 －

企業集団の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況
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(11) 主要な事業内容（平成27年３月31日現在）

　当社及び連結子会社は主に和装品、宝飾品等の卸売販売、婦人洋品等の製造・卸売

販売、寝装品等の卸売販売及び意匠撚糸の製造・卸売販売を行っております。

　事業内容と当社及び関係会社の位置付けは次のとおりであります。

　 和装事業　　　：留袖、訪問着、振袖、袋帯等の和装品、宝石、貴金属等の指輪、

ネックレス等の宝飾品を卸売販売しております。

　　　　　　　　当社が企画及び販売しております。

　 寝装事業　　　：寝装寝具等を卸売販売しております。

　　　　　　　　　 当社が企画及び販売しております。

　 洋装事業　　　 :婦人服及びブラウス、ニット等の婦人洋品と子供・ベビー洋品を

製造・卸売販売しております。

　　　　　　　　　 当社が製造・販売しております。

   意匠撚糸事業　 :意匠撚糸の製造・卸売販売をしております。

　　　　　　　　当社が製造・販売するほか、堀田（上海）貿易有限公司が製造・

卸売販売しております。

(12) 主要な事業所及び工場（平成27年３月31日現在）

①　当社の主要な事業所

名 称 所 在 地

堀 田 丸 正 ㈱ 本 社 東京都中央区日本橋室町

京 都 支 店 京都府京都市下京区七条御所ノ内中町

盛 岡 支 社 岩手県盛岡市流通センター

厚 木 支 社 神奈川県厚木市岡田

名 古 屋 支 社 愛知県名古屋市名東区牧の里

大 阪 支 店 大阪府大阪市中央区平野町

福 岡 支 店 福岡県福岡市東区多の津

一 宮 支 店 愛知県一宮市花池

②　子会社の事業所

名 称 所 在 地

堀田（上海）貿易有限公司 本 社 　中華人民共和国上海市

－ 7 －

主要な事業内容、主要な事業所及び工場



2015/05/25 15:36:13 / 14066737_堀田丸正株式会社_招集通知

(13) 使用人の状況（平成27年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 （ 名 ） 前連結会計年度末比増減（名）

和 装 事 業 46 2増

寝 装 事 業 19 1増

洋 装 事 業 58 3減

意 匠 撚 糸 事 業 21 －

全 社 （ 共 通 ） 12 1増

合 計 156 1減

（注）１．上記には、期中平均人員数141名の嘱託及び臨時従業員は含まれておりません。

　　　２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所

属しているものであります。

②　当社の使用人の状況

区 分 使 用 人 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平均勤続年数

合計または平均 43名 0名 38.7歳 14.9年

(14) 主要な借入先（平成27年３月31日現在）

借入先 借入残高

 協同組合東京ベ・マルシェ 69 百万円

 株式会社福岡銀行 226 百万円

 株式会社商工組合中央金庫 89 百万円

(15) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。

－ 8 －

使用人の状況、主要な借入先、その他企業集団の現況に関する重要な事項
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２．会社の現況（平成27年３月31日現在）

(1) 株式の状況

①　発行可能株式総数 60,000,000株

②　発行済株式の総数 49,280,697株（自己株式　3,391,084株）

③　株主数 3.272名

④　上位10名の株主の状況

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 ％

株式会社ヤマノホールディングス 25,619,000 55.82

株式会社ヤマノネットワーク 1,698,700 3.70

株式会社三井住友銀行 580.000 1.26

楽天証券株式会社 552.000 1.20

　山野　彰英 526,000 1.14

松井証券株式会社 450,000 0.98

　三寺　一幸 387.000 0.84

　丸正会 385.000 0.83

カブドットコム証券株式会社 351.000 0.76

小泉　誠次 321,000 0.69

（注）1．当社は、自己株式を3,391,084株保有しておりますが、上記大株主からは除外し

ております。

 2．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

－ 9 －

株式の状況、新株予約権等に関する事項
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(3) 会社役員に関する事項

①　取締役及び監査役の状況（平成27年３月31日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

取締役会長（代表取締役） 山 野 彰 英

㈱ヤマノネットワーク代表取締役社長

㈱ヤマノホールディングス取締役会長

㈱マイスタイル代表取締役会長

㈱西田武生デザイン事務所取締役会長

取締役社長（代表取締役） 井 上 　 徹
㈱ヤマノホールディングス取締役

堀田（上海）有限公司董事長

取 締 役 安 　 本 　 美 津 雄 当社営業本部長

取 締 役 太 田 　 功 ㈱西田武生デザイン事務所代表取締役

取 締 役 山 野 義 友
㈱ヤマノホールディングス代表取締役社長

㈱マイスタイル代表取締役社長

取 締 役 石 塚 三 郎 ㈱ヤマノホールディングス執行役員副会長

取 締 役 大 野 幹 憲 弁護士

常勤監査役 丹 下 勝 視
㈱丸正ベストパートナーグループ監査役

㈱西田武生デザイン事務所監査役

監 査 役 福 原 　 弘

弁護士

㈱ヤマノホールディングス監査役

北越銀行社外取締役

監 査 役 水 野 孝 平 税理士

（注）１．取締役大野幹憲氏は社外取締役であります。

　　　２．監査役福原弘氏及び水野孝平氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．取締役山野義友氏は、取締役会長（代表取締役）山野彰英氏の次男であります。

４．当社は、取締役大野幹憲氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同

取引所に届け出ております。

５．監査役水野孝平氏は、税理士として長年の経験があり、税務及び会計に関する相当程度の知見を

有しております。

②　事業年度中に退任した取締役及び監査役
　　該当事項はありません。

－ 10 －
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③　取締役及び監査役の報酬等の総額

イ．当事業年度に係る報酬等の総額

区分 支給人員 支給額 摘要

　取締役
名

5

千円

31,860

平成2年6月28日開催の株主総会決議による報酬等の額

　取 締 役 月額 20,000千円以内

　監 査 役 月額  2,000千円以内

　監査役

（うち社外監査役）

名

4

（2）

千円

10,200

 （4,800）

　 計
名

7

千円

42,060

（注）期末現在の人員は、取締役7名、監査役3名であります。取締役及び監査役の支給人員と相違している

のは、無報酬の非常勤取締役2名の在籍によるものであります。

ロ．当事業年度中に支払った役員退職慰労金

　該当事項はありません。

ハ．社外役員が親会社及び子会社等から受けた役員報酬等の総額

　当事業年度において、社外取締役及び社外監査役が、役員を兼任する親会社また

は子会社等から、役員として受けた報酬等の総額は3,000千円であります。

④　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人

等との関係

　該当事項はありません。

ロ．他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況及び当社と当該他の法人

等との関係

　監査役　福原弘氏は、当社の大株主である株式会社ヤマノホールディングスの社

外監査役であります。

株式会社ヤマノホールディングスは当社の株式25,619千株（議決権比率

56.59％）を保有している親会社であります。

－ 11 －
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ハ．当事業年度における主な活動状況

 取締役　　大野幹憲
当事業年度開催の取締役会12回中7回に出席し、主に弁護士としての専門的な知

識・見地から適宜質問し、意見を述べております。

 監査役　　福原　弘

当事業年度開催の取締役会15回中9回に出席し、疑問点を明らかにするため適宜

質問し、意見を述べております。また、当事業年度開催の監査役会15回中12回

に出席し、監査結果についての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行

っております。

 監査役　　水野孝平

当事業年度開催の取締役会12回中7回に出席し、疑問点を明らかにするため適宜

質問し、意見を述べております。また、当事業年度開催の監査役会11回中9回に

出席し、監査結果についての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っ

ております。

（注）取締役大野幹憲氏及び監査役水野孝平氏は、平成26年６月24日開催の第110期定時株主総会において

選任されたため、就任後の出席状況となっております。

(4) 会計監査人の状況

①　会計監査人の名称

双葉監査法人

②　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

・当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 19百万円

・当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の

財産上の利益の合計額
19百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に

基づく監査の報酬等の額を区分していないため、当事業年度に係る会計監査人としての報

酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．当社は、会計監査人に対して公認会計士法第2条第1項の業務以外の業務である、デュー

デリジェンス調査対応業務についての対価を支払っております。

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

会計監査人が会社法等の法令に違反・抵触し、または、会計監査人への信頼を失

わせる重大事由が発生したと認められる場合に解任または不再任の決定をする方

針としております。

④　当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人の当社の子会社の計算関係書

類監査の状況

該当事項はありません。

－ 12 －

会社役員に関する事項、会計監査人の状況



2015/05/25 15:36:13 / 14066737_堀田丸正株式会社_招集通知

(5) 業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業

務の適正を確保するための体制についての決定内容は、以下のとおりであります。

①　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　法令等の遵守があらゆる企業活動の前提となることを徹底するため、企業が社会

の一員として果たすべき社会的責任の基本方針及びコンプライアンス体制を確立す

る。当社は財務報告の信頼性と適正性を確保するため、金融商品取引法等の法令の

定めに従って、財務報告に係る内部統制システムを構築し、その有効性を評価、報

告する体制を整備し運用する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　管理本部を管掌する取締役を、取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に

関する全社的な統括責任者とし、社内規程等に基づき、職務の執行に係る情報を文

書または電磁的媒体にて記録し、取締役、監査役が適正かつ確実に閲覧可能な検索

性の高い状態で保存・管理する。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社の業務執行に係るリスクに関して、各関係部門においてそれぞれ予見される

リスクの分析と識別を行い、リスク管理体制を明確化するとともに、内部監査部門

が各部署毎のリスク管理の状況を監査し、その結果を定期的に経営上の意思決定機

関、執行及び監督に係る経営管理組織に報告する。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役の業務執行が効率的に行われるための体制として、迅速かつ適正な意思決

定を行うため、当社は、執行役員制度・カンパニー制度を採用しております。執行

役員は、責任者・権限規程に基づき必要な意思決定手続を行った上で、業務執行及

び業務報告を行う。また、取締役会付議事項のうち業務執行に係るものについては、

事前審議を行い論点を整理した上で取締役会へ上程することにより、取締役会にお

ける意思決定の適正化及び効率化を図る。

－ 13 －
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⑤　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社は、企業の社会的責任において、使用人が法令定款違反、社内規則違反ある

いは社会通念に違反する行為などが行われていることを知り得た場合に公益通報で

きる体制、並びに、その責任者が重要な案件について遅滞なく取締役会及び監査役

会に報告する体制を確立する。また、その通報者の保護を図るとともに、透明性を

維持した的確な対処の体制として、業務上報告経路のほか社内コンプライアンス担

当部門及び外部専門家の専門意見を徴取することを徹底し、適法性・適正性を確保

することにより、法令違反を牽制する。

⑥　当社並びに当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

　当社の内部統制に係る理念、方針は全てグループに適用とし、グループ全体への

浸透と統一化を図り、諸問題または重大なリスクを伴う重要事項を取り上げるとと

もに、グループ全体の利益の観点から当社内部監査部門による監査を行い、可能な

限り企業集団における情報の共有と業務執行の適正を確保することに努める。また、

全子会社の業績を当社連結業績に適切に反映させ、かつ管理連結を採用しカンパニ

ー全体での業績評価を行うことで、子会社の事業運営の適正化、効率化及び財務報

告の質的向上を図る。

⑦　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用

人に関する事項並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査

役と協議の上、内部監査室員等を監査役を補助すべき使用人として指名することに

努める。監査役が指定する補助すべき期間中は、指名された使用人への指揮権は監

査役に移譲されたものとし、取締役の指揮命令は受けないものとする。

⑧　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関す

る体制

(ア)取締役及び使用人は、職務執行に関して重大な法令・定款違反もしくは不正行

為の事実、または会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を知ったときは、

遅滞なく監査役（会）に報告しなければならない。

(イ)取締役及び使用人は、事業・組織に重大な影響を及ぼす決定、内部監査の実施

結果を遅滞なく監査役（会）に報告する。

－ 14 －
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⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(ア)監査役の職務遂行のために、重要会議への出席及び経営情報の閲覧が容易にで

きるようにし、取締役と同等の情報に基づいた監査が実施できる体制とする。

(イ)代表取締役は、監査役と定期的な会合を持ち、業務報告とは別に会社運営に関

する意見交換のほか、意思の疎通を図るものとする。

(ウ)監査役は会計監査人及び管理本部と定期的に意見交換を行い、財務報告の適正

性について確認できる体制とする。

(エ)監査役会は、独自に必要に応じて、弁護士、公認会計士その他の外部アドバイ

ザーを活用し、監査役業務に関する助言を受けることができる体制とする。

⑩　財務報告に係る内部統制の推進に関する事項

　当社は財務報告の信頼性と適正性を確保するため、金融商品取引法等の定めに従

って、財務報告に係る内部統制システムを構築し、その有効性を評価、報告する体

制を整備し運用する。

⑪　反社会的勢力の排除に関する事項

　当社は市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは、一切の

関係を持たず、不当要求行為に対しては毅然とした態度で対応するとともに、警察

等の行政機関や外部専門機関等との連携・協力体制を構築する。

(6) 会社の支配に関する基本方針

　該当事項はありません。

(7) 剰余金の配当等の決定に関する基本方針

　当社は、利益の配分につきましては、将来の事業拡大に対する資金需要を勘案しな

がら、可能な限り株主の皆様に対する利益還元を行うことを基本方針としております。

　この基本方針のもと、当期の期末配当金につきましては、当期の業績、今後の経営

環境、財務体質、資金需要等を総合的に勘案し、当期の期末配当金は、平成27年５月

15日開催の取締役会決議により、1株につき普通配当2円とさせていただきました。

　なお、配当金の支払開始日（効力発生日）は平成27年6月26日（金曜日）とさせてい

ただきます。

備考

　本事業報告に記載の金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成27年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

千円 千円

流 動 資 産 4,034,108 流 動 負 債 1,834,967

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

預 け 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

リ ー ス 資 産

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

敷 金 及 び 保 証 金

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

985,889

1,364,539

90,947

1,459,324

23,035

51,469

35,398

24,515

14,629

4,273

6,404

△26,319

1,088,632

576,269

111,709

504

1,976

454,550

7,017

511

41,560

14,575

26,984

470,802

113,442

95,845

79,125

146,663

13,672

176,218

△154,165

支払手形及び買掛金 955,231

電 子 記 録 債 務 353,385

短 期 借 入 金 240,000

１ 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金

51,439

リ ー ス 債 務 4,731

未 払 法 人 税 等 28,375

未 払 消 費 税 等 24,996

賞 与 引 当 金 10,000

返 品 調 整 引 当 金 13,495

前 受 金 2,814

そ の 他 150,498

固 定 負 債 190,704

長 期 借 入 金 116,704

長 期 未 払 金 40,611

リ ー ス 債 務 17,080

繰 延 税 金 負 債 15,681

資 産 除 去 債 務 627

負 債 合 計 2,025,672

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,040,031

資 本 金 1,975,070

資 本 剰 余 金 273,652

利 益 剰 余 金 980,096

自 己 株 式 △188,787

その他の包括利益累計額 57,036

その他有価証券評価差額金 32,339

為 替 換 算 調 整 勘 定 24,696

純 資 産 合 計 3,097,067

資 産 合 計 5,122,740 負 債 ・ 純 資 産 合 計 5,122,740

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。
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連 結 損 益 計 算 書

(自　平成26年４月１日)至　平成27年３月31日

科 目 金 額

千円 千円

売 上 高 6,915,137

売 上 原 価 4,741,758

売 上 総 利 益 2,173,379

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,365,629

営 業 損 失 192,250

営 業 外 収 益

受 取 利 息 16,701

受 取 賃 貸 料 9,782

受 取 配 当 金 2,157

仕 入 割 引 857

為 替 差 益 4,290

そ の 他 8,067 41,858

営 業 外 費 用

支 払 利 息 7,032

手 形 売 却 損 2,056

賃 貸 費 用 6,124

そ の 他 829 16,043

経 常 損 失 166,435

特 別 利 益

関 係 会 社 株 式 売 却 益 232,998

そ の 他 3,818 236,816

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 1,258

の れ ん 減 損 損 失 29,173

そ の 他 3,983 34,414

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 35,966

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 29,171

法 人 税 等 調 整 額 △1,114 28,057

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 7,908

当 期 純 利 益 7,908

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。
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連結株主資本等変動計算書

(自　平成26年４月１日)至　平成27年３月31日

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

千円 千円 千円 千円 千円

平 成 2 6 年 ４ 月 １ 日 残 高 1,975,070 273,652 1,063,971
△188,636

3,124,057

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △91,783 △91,783

当 期 純 利 益 7,908 7,908

自 己 株 式 の 取 得 △151 △151

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － － △83,875 △151 △84,026

平 成 2 7 年 ３ 月 3 1 日 残 高 1,975,070 273,652 980,096 △188,787 3,040,031

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 為 替 換 算 調 整 勘 定 その他の包括利益累計額合計

千円 千円 千円 千円

平 成 2 6 年 ４ 月 １ 日 残 高 26,218 15,552 41,771 3,165,829

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △91,783

当 期 純 利 益 7,908

自 己 株 式 の 取 得 △151

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結
会計年度中の変動額（純額）

6,121 9,143 15,265 15,265

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 6,121 9,143 15,265 △68,761

平 成 2 7 年 ３ 月 3 1 日 残 高 32,339 24,696 57,036 3,097,067

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

１－１．連結の範囲に関する事項

子会社は全て連結しております。

連結子会社の数　　３社

連結子会社名　　　株式会社丸正ベストパートナーグループ、堀田（上海）貿易有限公司、

　　　　　　　　　　　　　　株式会社西田武生デザイン事務所

前連結会計年度において連結子会社でありましたHMリテーリングス株式会社は平成26年４月1日付

で親会社の株式会社ヤマノホールディングスへ全株式を売却いたしましたため、連結の範囲から除

いております。

また、丸福商事株式会社は、平成26年10月１日付で当社と合併したため、連結の範囲から除いてお

ります。

１－２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

１－３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、堀田（上海）貿易有限公司の決算日は12月31日であります。当連結子会社の連

結計算書類の作成に当たっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を行っております。

１－４．会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券　その他有価証券

時価のあるもの　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）を採用して

おります。

時価のないもの　移動平均法に基づく原価法を採用しております。

②　たな卸資産

商品

和装・宝石

個別法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。

その他

総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。

製品・原材料・仕掛品

総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。
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貯蔵品

最終仕入原価法を採用しております。

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法）

を採用しております。

なお、おもな耐用年数は以下のとおりであります。

　建　物　　4～50年

　その他　　5～15年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。

③　リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④　長期前払費用

定額法を採用しております。

（３）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

②　賞与引当金

従業員賞与の支出に備え、支給見込額基準により計上しております。

③　返品調整引当金

和洋既製服売上等に係る返品に対処するため、当連結会計年度末以前２ヶ月間の売上高を基礎

として返品見込額のうち売買利益相当額を計上しております。

（４）重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相場により円貨換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整

勘定に含めて計上しております。

（５）のれんの償却に関する事項

のれんの償却については、5年間の定額法により償却を行っております。
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（６）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税及び地

方消費税は、発生連結会計年度の期間費用としております。

２．連結貸借対照表に関する注記

２－１．有形固定資産の減価償却累計額 270,353千円

２－２．担保に供している資産及び担保に係る債務

①　建物55,792千円、土地170,831千円が担保に供されております。

当該資産は、当社他15社が組合員である協同組合東京ベ・マルシェの東京都からの高度化資金

借入金3,674,809千円及び株式会社商工組合中央金庫からの借入金2,415,941千円の共同担保に

供しております。

②　土地186,105千円が担保に供されております。

当該資産は、当社の株式会社商工組合中央金庫からの借入金89,500千円の担保に供しておりま

す。

２－３．手形割引高及び裏書譲渡高

受取手形割引高 54,197千円

電子記録債権割引高 20,192千円

２－４．偶発債務

①　次の協同組合について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

保証先 金額（千円） 内容

協同組合東京べ・マルシェ 69,980 借入債務

計 69,980 ―

②　当社が加入する[東京織物厚生年金基金」（以下、同基金という）は代議員会で同基金の解散　

　方針を決議しております。

　　当決議により同基金解散に伴う費用の発生が現時点で見込まれますが、不確定要素が多いため

　　合理的に算定することは困難であります。

３．連結損益計算書に関する注記

　のれん減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたしまし

た。

（１）減損損失を計上した資産グループの概要

種類 対　　　　　象 減損損失

のれん （株）西田武生デザイン事務所の株式買収によって発生したのれん 29,173千円
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（２）資産のグルーピングの方法

　　　のれんについては、継続的に収支の把握を行って管理会計上の区分（セグメント別）に資産をグルー

　　　ピングしております。

（３）減損損失に至った経緯

　　　取得時に検討した事業計画において、当初想定していた収益が見込めなくなったことから減損損失を

　　　認識しております。

（４）回収可能性の算定方法

　　　帳簿価額を全額減損損失としております。

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

４－１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当 連 結 会 計 年 度
期首株式数 (株 )

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当 連 結 会 計 年 度
末 株 式 数 ( 株 )

発 行 済 株 式

普 通 株 式 49,280,697 － － 49,280,697

合 計 49,280,697 － － 49,280,697

自 己 株 式

普 通 株 式
（注）

3,388,714 2,370 － 3,391,084

合 計 3,388,714 2,370 － 3,391,084

　（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加2,370株は、単元未満株式の買取による増加であります。

４－２．剰余金の配当に関する事項

（１）配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配当額

（円）
基 準 日 効力発生日

平成26年５月15日
取 締 役 会

普通株式 91,783 利益剰余金 2.0
平成26年
３月31日

平成26年
６月25日

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配当額

（円）
基 準 日 効力発生日

平成27年５月15日
取 締 役 会

普通株式 91,777 利益剰余金 2.0
平成27年
３月31日

平成27年
６月26日
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５．金融商品に関する注記

５－１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

当社グループは、短期的な運転資金及び設備資金は資金需要に応じて借入による調達をしておりま

す。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用し、実需に伴う取引に限定し、投機目

的での取引は行わない方針であります。

（２）金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、外貨建ての

営業債権は、為替の変動リスクに晒されていますが、同じ外貨建ての買掛金の残高の範囲内にあり

ます。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されて

おります。また、親会社等に対し貸付を行っております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、1年以内の支払期日であります。また、その一部には、原料

等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されていますが、必要に応じて先物

予約を利用してヘッジしております。

借入金は設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、返済期限は決算日後、最長で2年半

後であります。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とし

た先物為替予約取引であります。

（３）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

   当社は、営業債権及びその他の債権について、債権管理規程に基づき、取引開始時における与信

調査、回収状況の継続的なモニタリング、与信限度額の定期的な見直し等を実施しております。

連結子会社についても、当社の債権管理規程に準じて、同様の管理を行っております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　 当社の一部の連結子会社は、外貨建ての営業債務について、為替の変動リスクに対して、先物為

替予約を利用してヘッジしております。実需に伴う取引に限定し、投機的な取引は行わない方針

であります。

　 投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先

企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　 当社は、各部門及び連結子会社からの報告に基づき財務部が適時に資金繰計画を作成・更新する

ことにより、流動性リスクを管理しております。
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５－２．金融商品の時価等に関する事項

平成27年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

（1）現金及び預金 985,889 985,889 ―

（2）受取手形及び売掛金 1,364,539 1,364,539 ―

（3）電子記録債権 90,947 90,947

（4）短期貸付金 24,515 24,515 ―

（5）投資有価証券 112,293 112,293 ―

（6）長期貸付金 95,845

貸倒引当金（※1） ―

95,845 95,845 ―

　資　産　計 2,674,030 2,674,030 ―

（1）支払手形及び買掛金 955,231 955,231 ―

（2）電子記録債務 353,385 353,385

（3）短期借入金 240,000 240,000 ―

（4）1年内返済予定の長期借入金 51,439 51,439 ―

（5）長期借入金 116,704 116,704 ―

（6）長期未払金 40,611 39,028 △1,582

　負　債　計 1,757,372 1,755,787 △1,582

(※1）長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資 産

(1) 現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金、（3）電子記録債権、(4）短期貸付金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

(5) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(6) 長期貸付金

長期貸付金は回収状況に問題のある貸付先に対しては、見積り将来キャッシュ・フロー

に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は貸借対照表額から貸倒見積高を控除

した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。
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負 債

(1) 支払手形及び買掛金、（2）電子記録債務、(3)短期借入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

(4) 1年内返済予定の長期借入金、(5)長期借入金

これらは、変動金利によるもので短期間に市場金利を反映し、また、当社の信用状態は

実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるた

め、当該帳簿価額によっております。

(6）長期未払金

当社では、長期未払金の時価の算定は、一定期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・

フローを安全性の高い長期の債券の利回りを基礎として算定した利率で割り引いた現在

価値により算定しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 1,148

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められること

から、「資産（5）投資有価証券」には含めておりません。

６．賃貸等不動産に関する注記

６－１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、東京都において賃貸利用している不動産を有しております。

６－２．賃貸不動産等の時価に関する事項

当社では、東京都において賃貸利用している不動産を有しております。

当該不動産に関する連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであり

ます。

連結貸借対照表計上額（千円） 当連結会計年度末の時価

（千円）当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

218,008 8,615 226,624 178,539

（注）1．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

　　　2．当連結会計年度末の時価は、固定資産税評価額等に基づき算定した金額であります。

７．1株当たり情報に関する注記

1株当たり純資産額 67円49銭

1株当たり当期純利益 0円17銭

８．重要な後発事象に関する注記

　　　該当事項はありません。

－ 25 －
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

平成27年５月22日
堀田丸正株式会社
　取締役会　御中

双 葉 監 査 法 人

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 小 泉 正 明 

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 菅 野 　 豊 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、堀田丸正株式会社の平成26年
４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監
査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結
計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に
公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るため
に、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための
手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結
計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目
的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計
算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者
が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断し
ている。

－ 26 －
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監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠して、堀田丸正株式会社及び連結子会社からなる企業集団の
当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す
べき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成26年4月1日から平成27年3月31日までの第111期事業年度の取締役の職務の執行に

関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報

告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報

告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ

て説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取

締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努める

とともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所におい

て業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が

法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必

要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の

内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等

からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明い

たしました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必

要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告

及びその附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す

るとともに、会計監査人からその職務の執行状況についての報告を受け、必要に応じて説明を求めま

した。また、会計監査人から「職務の執行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算

規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議

会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計

算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

－ 28 －
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２．監査の結果

（１）事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと

認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認めら

れません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制

システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は

認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人双葉監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果

　会計監査人双葉監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成27年５月26日

堀田丸正株式会社　監査役会

常勤監査役 丹 下 勝 視 

社外監査役 福 原 　 弘 

社外監査役 水 野 孝 平 

以　上
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貸　借　対　照　表
（平成27年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

千円 千円
流 動 資 産 3,787,319 流 動 負 債 1,692,399

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

リ ー ス 資 産

そ の 他

土 地

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

リ ー ス 資 産

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

従 業 員 長 期 貸 付 金

関係会社長期貸付金

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

長 期 預 け 金

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

953,979

295,578

90,947

930,978

1,384,816

23,035

51,469

1,936

35,120

24,515

14,480

6,857

△26,396

1,142,149

575,982

111,709

7,017

2,705

454,550

40,667

21,196

14,575

4,894

525,500

113,442

31,662

10,236

845

95,000

146,663

38,872

158,675

76,961

7,307

△154,165

支 払 手 形 377,622

買 掛 金 450,013

電 子 記 録 債 務 353,385

短 期 借 入 金 240,000

１ 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金

48,880

リ ー ス 債 務 4,731

未 払 金 69,078

未 払 費 用 66,148

未 払 法 人 税 等 20,832

未 払 事 業 所 税 2,553

未 払 消 費 税 等 21,212

預 り 金 13,721

賞 与 引 当 金 10,000

返 品 調 整 引 当 金 13,495

そ の 他 722

固 定 負 債 184,600

長 期 借 入 金 110,600

長 期 未 払 金 40,611

リ ー ス 債 務 17,080

繰 延 税 金 負 債 15,681

そ の 他 627

負 債 合 計 1,877,000

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,020,129

資 本 金 1,975,070

資 本 剰 余 金 343,653

資 本 準 備 金 123,189

そ の 他 資 本 剰 余 金 220,463

利 益 剰 余 金 890,193

利 益 準 備 金 14,843

繰 越 利 益 剰 余 金 875,349

自 己 株 式 △188,787

評 価 ・ 換 算 差 額 等 32,339

その他有価証券評価差額金 32,339

純 資 産 合 計 3,052,469

資 産 合 計 4,929,469 負 債 ・ 純 資 産 合 計 4,929,469

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。

－ 30 －
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損　益　計　算　書

(自　平成26年４月１日)至　平成27年３月31日

科 目 金 額

千円 千円

売 上 高 5,473,956

売 上 原 価 3,649,904

売 上 総 利 益 1,824,051

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,005,984

営 業 損 失 181,932

営 業 外 収 益

受 取 利 息 19,295

受 取 賃 貸 料 18,182

受 取 配 当 金 1,902

仕 入 割 引 857

そ の 他 1,108 41,347

営 業 外 費 用

支 払 利 息 4,821

手 形 売 却 損 1,262

賃 貸 費 用 9,920

そ の 他 1,936 17,940

経 常 損 失 158,526

特 別 利 益

関 係 会 社 株 式 売 却 益 279,000 279,000

特 別 損 失

事 務 所 移 転 費 用 1,149

合 併 関 連 費 用 531

関 係 会 社 株 式 評 価 損 10,000

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 損 142,128

固 定 資 産 除 却 損 1,258 155,067

税 引 前 当 期 純 損 失 34,594

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 22,844

法 人 税 等 調 整 額 △1,114 21,730

当 期 純 損 失 56,324

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。
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株主資本等変動計算書

(自　平成26年４月１日)至　平成27年３月31日

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利益準備金

そ の 他
利益剰余金

利益剰余金
合 計

繰越利益
剰 余 金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

平成2 6年４月１日残高 1,975,070 123,189 220,463 343,653 14,843 1,023,457 1,038,301 △188,636 3,168,388

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △91,783 △91,783 △91,783

当 期 純 利 益 △56,324 △56,324 △56,324

自 己 株 式 の 取 得 △151 △151

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － － － － △148,108 △148,108 △151 △148,259

平成2 7年３月31日残高 1,975,070 123,189 220,463 343,653 14,843 875,349 890,193 △188,787 3,020,129

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

千円 千円 千円

平成2 6年４月１日残高 13,301 13,301 3,181,690

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △91,783

当 期 純 利 益 △56,324

自 己 株 式 の 取 得 △151

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額）

19,038 19,038 19,038

事業年度中の変動額合計 19,038 19,038 △129,221

平成2 7年３月31日残高 32,339 32,339 3,052,469

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。

－ 32 －
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個別注記表

１．重要な会計方針

１－１．有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式　　　移動平均法に基づく原価法を採用しております。

②　その他有価証券

時価のあるもの　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処

理し、売却原価は、移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの　移動平均法に基づく原価法を採用しております。

１－２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

①　商品

和装・宝石

個別法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。

その他

総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。

②　製品・原材料

総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。

③　貯蔵品

最終仕入原価法を採用しております。

１－３．固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法）

を採用しております。

なお、おもな耐用年数は以下のとおりであります。

　建　物　4～50年

　その他　5～15年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。

③　リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④　長期前払費用

定額法を採用しております。
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１－４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。

１－５．引当金の計上基準

①　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

②　賞与引当金

従業員賞与の支出に備え、支給見込額基準により計上しております。

③　返品調整引当金

和洋既製服売上に係る返品に対処するため、当事業年度末以前２ヶ月間の売上高を基礎として

返品見込額のうち売買利益相当額を計上しております。

１－６．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税及び地

方消費税は、発生事業年度の期間費用としております。
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２．貸借対照表に関する注記

２－１．関係会社に対する金銭債権債務

関係会社に対する短期金銭債権 69,037千円

関係会社に対する長期金銭債権 95,000千円

関係会社に対する短期金銭債務 27,147千円

２－２．有形固定資産の減価償却累計額 269,388千円

２－３．担保に供している資産及び担保に係る債務

建物55,792千円、土地170,831千円が担保に供されております。

上記は、当社他15社が組合員である協同組合東京ベ・マルシェの東京都からの高度化資金借入金

3,674,809千円及び株式会社商工組合中央金庫からの借入金2,415,941千円の共同担保に供しており

ます。

土地186,105千円が担保に供されております。

上記は、当社の株式会社商工組合中央金庫からの借入金89,500千円の担保に供しております。

２－４．手形割引高及び裏書譲渡高

受取手形割引高 54,197千円

電子記録債権割引高 20,192千円

２－５．偶発債務

①　次の関係会社等について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

保証先 金額（千円） 内容

協同組合東京べ・マルシェ 69,980 借入債務

計 69,980 ―

　　　　②　当社が加入する[東京織物厚生年金基金」（以下、同基金という）」は代議員会で同基金の

　　　　　　解散方針を決議しております。

　　　　　　当決議により同基金解散に伴う費用の発生が現時点で見込まれますが、不確定要素が多いため

　　　　　　合理的に算定することは困難であります。

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

売上高 86,012千円

売上原価 3,120千円

販売費及び一般管理費 43,400千円

営業取引以外の取引高 28,122千円
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４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

当 事 業 年 度
期首株式数(株)

当 事 業 年 度
増加株式数(株)

当 事 業 年 度
減少株式数(株)

当 事 業 年 度
末 株 式 数(株)

普 通 株 式 3,388,714 2,370 － 3,391,084

合 計 3,388,714 2,370 － 3,391,084

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加2,370株は、単元未満株式の買取による増加であります。

５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産

貸倒引当金限度超過額 51,177千円

減損損失 41,100千円

商品評価損否認 32,302千円

出資金評価損 12,001千円

会員権評価損 27,075千円

長期未払金否認 13,443千円

抱合せ株式消滅差損 143,610千円

関係会社株式評価損 13,332千円

繰越欠損金 60,296千円

その他 15,671千円

繰延税金資産小計 410,011千円

評価性引当額 △410,011千円

繰延税金資産合計 －

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △15,681千円

繰延税金負債合計 △15,681千円

繰延税金負債の純額 △15,681千円

６．リースにより使用する固定資産に関する注記

車両運搬具及び事務機器等の一部につきましては、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用

しております。

－ 36 －

個別注記表



2015/05/25 15:36:13 / 14066737_堀田丸正株式会社_招集通知

７．関連当事者との取引に関する注記

７－１．親会社及び法人主要株主等

属 性 会社等の名称 住 所
議 決 権 等 の
所有(被所有)
割　合（％）

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事 業 上
の 関 係

親 会 社
㈱ヤマノホール
ディングス

東 京 都
渋 谷 区

（被所有）
直接
　56.59％

兼務
４人

商品の販売
資金の貸付
経営指導

商品の販売
（注）1

27,392 短期貸付金 24,000

経営指導料
（注）2

15,800 売掛金 4,674

受取利息
（注）3

13,882
電子記録債
権

16,905

担保の受け入
れ

120,418 未収入金 137

貸付の回収 733,200 立替金 93

長期貸付金 95,000

未払金 2,479

取引条件ないし取引条件の決定方針等

（注）１．商品販売及び仕入について、価格その他の取引条件は、市場価格に基づき交渉のうえ決定してお

ります。

２．経営指導料は、売上高に基づいて合理的に算出しております。

３．資金の貸付金利については、市場金利を勘案して決定しております。

４. 取引金額に消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
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７－２．子会社

属 性 会社等の名称 住 所

議 決 権 等 の
所有(被所有)
割 　 合
（ ％ ）

関 係 内 容
取引の内容

取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事 業 上
の 関 係

子 会 社

丸福商事㈱
福 岡 市
東 区

（所有）
100.0％

兼務
3人

資金の貸付

商品の販売
（注）１

1,804 ― ―

商品の仕入
（注）１

36 ― ―

受取利息
（注）２

2,643 ― ―

堀田(上海）
貿易有限公司

中 国
上 海 市

（所有）
100.0％

兼務
1人

商品の
販売及び
仕入

商品の販売
（注）１

53,285 売掛金 23,176

商品の仕入
（注）１

3,084 未収入金 50

買掛金 1,531

㈱西田武生
デザイン事務所

東 京 都
大 田 区

（所有）
 57.1％

兼務
３人

建物の賃貸
商標権の使用
デザインの
委託

建物賃貸 8,400 立替金 32

商標権使用 4,800 長期前払費用 25,200

デザイン委託 20,400

取引条件ないし取引条件の決定方針等

（注）１．商品の販売及び仕入について、価格その他の取引条件は、市場価格に基づき交渉のうえ決定して

おります。

２．子会社への資金の貸付金利については、市場金利を勘案して決定しております。

３．取引金額に消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
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７－３．役員及び個人主要株主等

属　性 会社等の名称
議決権等の所

有（被所有の

割合）

関連当事者
との関係

取引内容
取引金額
（千円）
（注１）

科　目
期末残高
（千円）

役員及びその近
親者が議決権の
過半数を所有し
ている会社等

㈱ヤマノビュ
ーティメイト
グループ

－

建物の賃借 建物賃借 10,904 -

商品の仕入
商品の仕

入
149 買掛金 15

山野愛子どろ
んこ美容㈱

－
商品の販売及

び仕入

商品の販売 40,700 受取手形 16,279

商品の仕入 - 売掛金 5,516

取引条件ないし取引条件の決定方針等

（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当社は、価格及びその他の取引条件は当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によってお

ります。

８．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 66円52銭

１株当たり当期純損失 1円23銭

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

平成27年５月22日
堀田丸正株式会社
　取締役会　御中

双 葉 監 査 法 人

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 小 泉 正 明 

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 菅 野 　 豊 

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、堀田丸正株式会社の平成
26年4月1日から平成27年3月31日までの第111期事業年度の計算書類、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書に
ついて監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、
不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算
書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国
において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかに
ついて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を
入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は
誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて
選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための
ものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連す
る内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方
法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその
附属明細書の表示を検討することが含まれる。
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　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断し
ている。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正
妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係
る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと
認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す
べき利害関係はない。

以　上

以　上
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株主総会参考書類
議案および参考事項

第１号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

①経営体制の一層の充実を図るため、現行定款第28条（代表取締役および役取締役）

第３項に定める、役付取締役に取締役副会長および取締役相談役を定めることができ

る旨を追加するものであります。

②上記と同様に経営体制の一層の充実を図るため、現行定款第29条（執行役員、相談

役、参与および顧問）に定める、執行役員、相談役、参与および顧問に副会長を定め

ることができる旨を追加するものであります。

③「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）が平成27年5月1日に施行

されたされたことに伴い、非業務執行取締役及び社外監査役以外の監査役に対して、

会社に対する損害賠償責任の一部を免除することが可能となったことにより、これら

非営業執行取締役等による業務執行に関するモニタリングが十分に機能されるように、

現行定款第33条（取締役の責任免除）および同第44条（監査役の責任免除）の規定を

変更するものであります。なお、現行第33条の変更については、各監査役の同意を得

ております。

２．変更の内容

　　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します）

現　行　定　款 変　更　案

（代表取締役および役付取締役）

第28条

当会社は、取締役会の決議によって、

代表取締役を選定する｡

２．代表取締役は会社を代表し、会社の業

務を執行する。

３．取締役会は、その決議によって、取締

役会長、取締役社長各１名を選定し、ま

た必要に応じ、取締役副社長、専務取締

役、常務取締役各若干名を選定すること

ができる。

（代表取締役および役付取締役）

第28条

当会社は、取締役会の決議によって、

代表取締役を選定する｡

２．代表取締役は会社を代表し、会社の業

務を執行する。

３．取締役会は、その決議によって、取締

役会長、取締役社長各１名を選定し、ま

た必要に応じ、取締役副会長、取締役相

談役、取締役副社長、専務取締役、常務

取締役各若干名を選定することができ

る。
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現　行　定　款 変　更　案

（執行役員、相談役、参与および顧問）

第29条

取締役会の決議により執行役員、相談

役、参与および顧問若干名を置くことが

できる。

第30条～第32条（条文省略）

（取締役の責任免除）

第33条

当会社は、取締役会の決議によって、

取締役（取締役であった者を含む｡）の

会社法第423条第１項の賠償責任につい

て法令に定める要件に該当する場合に

は、賠償責任額から法令に定める最低責

任限度額を控除して得た額を限度とし

て免除することができる。

２．当会社は、社外取締役との間で、会社

法第423条第１項の賠償責任について法

令に定める要件に該当する場合には、賠

償責任を限定する契約を締結すること

ができる。ただし、当該契約に基づく賠

償責任の限度額は、法令の定める最低責

任限度額とする。

（執行役員、副会長、相談役、参与および顧問）

第29条

取締役会の決議により執行役員、副会

長、相談役、参与および顧問若干名を置

くことができる。

第30条～第32条（現行どおり）

（取締役の責任免除）

第33条

当会社は、取締役会の決議によって、

取締役（取締役であった者を含む｡）の

会社法第423条第１項の賠償責任につい

て法令に定める要件に該当する場合に

は、賠償責任額から法令に定める最低責

任限度額を控除して得た額を限度とし

て免除することができる。

２．当会社は、取締役（業務執行取締役等

であるものを除く）との間で、会社法第

423条第１項の賠償責任について法令に

定める要件に該当する場合には、賠償責

任を限定する契約を締結することがで

きる。ただし、当該契約に基づく賠償責

任の限度額は、法令の定める最低責任限

度額とする。

第34条～第43条（条文省略） 第34条～第43条（現行どおり）

－ 43 －
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現　行　定　款 変　更　案

（監査役の責任免除）

第44条

当会社は、取締役会の決議によって、

監査役（監査役であった者を含む｡）の

会社法第423条第１項の賠償責任につい

て、法令に定める要件に該当する場合に

は、賠償責任額から法令に定める最低責

任限度額を控除して得た額を限度とし

て免除することができる。

２．当会社は、社外監査役との間で、会社

法第423条第１項の賠償責任について法

令に定める要件に該当する場合には、賠

償責任を限定する契約を締結すること

ができる。ただし、当該契約に基づく賠

償責任の限度額は、法令の定める最低責

任限度額とする。

（監査役の責任免除）

第44条

当会社は、取締役会の決議によって、

監査役（監査役であった者を含む｡）の

会社法第423条第１項の賠償責任につい

て、法令に定める要件に該当する場合に

は、賠償責任額から法令に定める最低責

任限度額を控除して得た額を限度とし

て免除することができる。

２．当会社は、監査役との間で、会社法第

423条第１項の賠償責任について法令に

定める要件に該当する場合には、賠償責

任を限定する契約を締結することがで

きる。ただし、当該契約に基づく賠償責

任の限度額は、法令の定める最低責任限

度額とする。

－ 44 －
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第２号議案　取締役８名選任の件

　本総会終結の時をもって、取締役７名全員の任期が満了いたします。つきまし

ては、経営体制の強化のため１名を増員し、取締役８名の選任をお願いいたした

いと存じます。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生　年　月　日）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 の 数

１
やま

山
の

野
あき

彰
ひで

英
（昭和14年９月８日生）

昭和63年12月　株式会社ヤマノネットワーク代表取締役　

社長（現任）

平成13年６月　当社代表取締役会長（現任）

平成16年６月　株式会社ヤマノホールディングス代表取　

締役会長

平成18年３月　丸福商事株式会社代表取締役会長

平成21年５月　株式会社マイスタイル取締役会長

平成22年12月　株式会社ヤマノホールディングス取締役　

会長（現任）

平成23年５月　株式会社マイスタイル代表取締役会長　

（現任）

平成24年３月　ＨＭリテーリングス株式会社代表取締役　

会長

平成25年４月　株式会社ら・たんす山野代表取締役会長

平成25年５月　株式会社西田武生デザイン事務所取締役　

会長（現任）

526,000株

２

※
い

井
ざわ

澤
かず

一
もり

守
（昭和25年６月12日生）

昭和48年４月　株式会社西友ストアー入社

平成７年６月　株式会社きもの京都常務取締役

平成12年６月　当社顧問

平成13年10月　株式会社ヤマノホールディングス取締役

平成16年３月　当社代表取締役社長

平成21年５月　丸福商事株式会社代表取締役社長

平成22年６月　当社取締役相談役

平成22年６月　タケオニシダ・ジャパン株式会社代表取締

役社長

平成27年１月　当社執行役員

平成27年４月　当社執行役員最高執行責任者（ＣＯＯ）

　　　　　　　（現任）

52,000株

－ 45 －
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候補者
番 号

氏 名
（生　年　月　日）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 の 数

３

※
や

矢
べ

部
かず

和
ひで

秀
（昭和44年10月18日生）

平成５年４月　当社入社

平成17年７月　当社管理本部経理財務部長

平成20年８月　当社執行役員連結上場管理室長

平成21年６月　当社執行役員管理本部長（現任）

平成21年６月　株式会社丸正ベストパートナーグループ

　　　　　　　取締役（現任）

平成24年３月　ＨＭリテーリングス株式会社取締役

3,000株

４
やま

山
の

野
よし

義
とも

友
（昭和45年２月17日生）

平成12年６月　当社取締役

平成21年５月  株式会社マイスタイル代表取締役社長　

（現任）

平成21年６月　当社取締役（現任）

平成21年10月　株式会社ヤマノホールディングス取締役　

副社長

平成22年６月　株式会社ヤマノホールディングス代表取　

締役社長（現任）

平成24年３月　ＨＭリテーリングス株式会社代表取締役　

社長

平成25年５月　株式会社ら・たんす山野代表取締役社長

5,000株

５

※
きの

木
した

下
あつ

淳
お

夫
（昭和37年９月18日生）

昭和61年４月　野村証券株式会社入社

平成13年２月  ソフトバンク・インベストメント株式会社

（現ＳＢＩホールディングス株式会社）大阪

支店長

平成18年５月　同社営業企画部部長

平成20年３月　ＭＴラボ株式会社入社マネイジングディレ

クター

平成22年３月　株式会社グローバルＭＡパートナーズ法人

部長

平成24年９月　株式会社ＭＡプラットフォーム戦略本部

　　　　　　　部長

平成27年５月　当社入社執行役員経営企画本部長（現任）

－株

６
いし

石
づか

塚
さぶ

三
ろう

郎
（昭和17年５月20日生）

平成12年６月　当社取締役（現任）

平成16年６月　株式会社ヤマノホールディングス代表取　

締役社長

平成18年３月　丸福商事株式会社代表取締役社長

平成20年６月　株式会社ヤマノホールディングス取締役相

談役

平成27年２月　株式会社ヤマノホールディングス執行役員

副会長（現任）

5,000株

－ 46 －
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候補者
番 号

氏 名
（生　年　月　日）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 の 数

７
おお

大
の

野
みき

幹
のり

憲
（昭和23年２月12日生）

昭和54年４月　弁護士登録

昭和62年９月　大野総合法律事務所代表

平成15年８月　代々木の森法律事務所代表（現任）

平成17年６月　堀田産業株式会社監査役

平成19年４月　当社監査役

平成26年６月　当社取締役（現任）

　　－株

８

※
くま

熊
がい

谷
てる

輝
よし

美
（昭和38年１月22日生）

平成４年10月　中央青山監査法人入社

平成16年２月　税理士登録　熊谷公認会計士・税理士事務

所代表（現任）

平成20年３月　株式会社小田原機器監査役（現任）

平成21年３月　爽監査法人社員（現任）

　　－株

（注）１．※は新任の取締役候補者であります。

２．山野義友氏は、株式会社ヤマノホールディングスの代表取締役であり、当社は、

　　株式会社ヤマノホールディングスに対し当社商品を販売しております。

３．その他の各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

４．大野幹憲氏及び熊谷輝美氏は、社外取締役候補者であります。

　(1)大野幹憲氏を社外取締役候補者とした理由は、弁護士としての豊富な経験と専門知識を有してお

り、有益なアドバイスをいただけるものと期待し選任をお願いするものであります。また、同氏

は、直接会社経営に関与した経験はありませんが、永年当社の社外監査役を務めており、社外取

締役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断いたしました。同氏が当社社外取締役

に就任してからの年数は、本総会終結の時をもって1年となります。

　(2)熊谷輝美氏を社外取締役候補者とした理由は、公認会計士・税理士としての豊富な経験と専門知

識を有しており、財務及び会計関する知見を活かした専門的見地から、有益なアドバイスをいた

だけるものと期待し選任をお願いするものであります。また、同氏はこれまで、直接会社経営に

関与した経験はありませんが、公認会計士・税理士として、経営の監督とチェック機能の観点か

ら社外取締役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断いたしました。

５．当社は、社外取締役候補者である大野幹憲氏と熊谷輝美氏の選任が承認された場合、期待された

役割を充分に発揮できるよう両者と責任限定契約を締結する予定であります。

　　なお、その契約内容は次のとおりであります。

　　・社外取締役が任務を怠ったことによって損害賠償責任を負う場合は、会社法第425条第1項の最

　低責任限度額を限定として、その責任を負う。

　　・上記の責任限定が認められるのは、当該社外取締役が責任の原因となった職務の遂行について

　　　善意かつ重大な過失がないときに限るものとする。

６．大野幹憲氏及び熊谷輝美氏の選任が承認された場合、当社は両氏を、株式会社東京証券取引所の

定めに基づく独立役員として同取引所に届け出る予定であります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

－ 47 －
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会　場　の　ご　案　内

東京駅(JR) 至上野

三越本店

八重洲口

至京橋 中　央　通　り

髙島屋

みずほ
信託銀行

SMBCフレンド
証券

COREDO
日本橋

日本橋駅

日本橋駅

(銀座線)

(都営浅草線)至東銀座 昭　和　通　り

首都高速
永
　
代
　
通
　
り

東京証券
取引所

日本橋消防署

第二証券会館

マツダビル

至銀座 新 大 橋 通 り 茅場町駅 (日比谷線)

東京証券会館

ブリヂストン
美術館

八
　
重
　
洲
　
通
　
り

至
大
手
町

(

東
西
線)

交通機関

（東京メトロ東西線）　　茅場町駅下車８番出口

（東京メトロ日比谷線）　茅場町駅下車８番出口

地図




